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研究要旨  

 現在、わが国では、食生活の欧米化や運動不足に伴い、メタボリックシンドロームを始めとする生活習慣病の頻度

が増加の一途をたどっている。不十分な身体活動量は生活習慣病の増悪因子であると考えられるが、超高齢社会を迎

えたわが国における身体活動(運動)の阻害要因を明らかにし、速やかにその対策を講ずることが重要である。我々は、

過去６年間の厚生労働省科学研究費補助金（平成 18〜23 年度）により、全国規模の大規模かつ詳細な生活習慣病患

者データベースを確立して運動調査を行い、実際には様々な理由により十分な運動が行えない症例が数多く存在する

ことを明らかにしてきた。本研究では、日本人の生活習慣病予防に必要な運動を阻害する要因を明らかにし、その対

策を検討することを目的とする。本研究では、既に「健康づくりの運動指針 2006」を基にした運動療法の指導を行っ

ている 20 歳以上 10,000 例の生活習慣病コホート集団において、運動が不十分な症例のその阻害要因を調査する。本

研究により、運動療法介入が容易になり、生活習慣病の早期からその進行を効果的に予防することが示されれば、生

活習慣病の結果生じる心血管病の発症が予防でき、臨床応用できる極めて有用なエビデンスが得られることが期待さ

れる。 

 

 

Ａ．研究目的  

我々は、過去６年間の厚生労働省科学研究費補助金（平

成 18〜23 年度）により、全国規模の大規模かつ詳細な生

活習慣病患者データベース（１万人登録）を確立し、既に

生活習慣病に対する運動量の調査研究を開始した。しかし、

実際には、様々な理由により十分な運動療法が行えない症

例を多く認めることも判明してきた。また、続く研究にて、

身体活動レベルの年次変化が、慢性心不全患者の主な心血

管イベントの出現への影響を及ぼすかを検討した。 

 本研究においては更に、同コホート集団を対象として日 

 

本人の生活習慣病予防に必要な運動を阻害する要因を

明らかにし、その対策を検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法  

本研究では、既に「健康づくりの運動指針 2006」を基

にした運動療法の指導を行っている20歳以上10,000例の

生活習慣病コホート集団において、運動療法が不十分な症 

例に対して運動阻害要因を年次アンケート（図１）にて調

査した。 

本研究では既に全国共同研究のためのウェブ登録シス 

テムを確立しており、既存のシステムを利用してデータの

参照と収集が可能であった。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は「疫学研究に関する倫理指針」を遵

守して研究を計画・実施するが、特に以下の倫

理的配慮を行った。  

（１）倫理委員会の審査：研究対象患者のプラ

イバシー保護を確実にするために、倫理委員会

において倫理面に対する配慮が十分に行われて
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いるか審査を受け承認を得た上で実施

理委員会が設置されていない施設の参加を可能

にするために、各々の参加施設（大学病院）の

倫理委員会に審査を依頼

（２）対象患者からの同意取得：研究に際して

は、あらかじめ研究内容や意義、危険性、およ

びプライバシー侵害の恐れがないこと、同意し

なくても不利益は受けないこと、同意は随時撤

回できること等を患者に説明し、文書で同意を

得た。 

（３）匿名性

ID で行い、データがどの症例のものかは診療を

担当した主治医のみが把握している。研究担当

者は ID がどの患者のものか特定できないため、

患者のプライバシーは確実に保護され

さらに、データベースには別の症例コードを入

力するためデータベースから患者個人を特定す

ることは困難である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

Ｃ．研究結果

本研究で対象となった

症例の計 10,470

いるか審査を受け承認を得た上で実施

理委員会が設置されていない施設の参加を可能

にするために、各々の参加施設（大学病院）の

倫理委員会に審査を依頼

（２）対象患者からの同意取得：研究に際して

は、あらかじめ研究内容や意義、危険性、およ

びプライバシー侵害の恐れがないこと、同意し

なくても不利益は受けないこと、同意は随時撤

回できること等を患者に説明し、文書で同意を

（３）匿名性：症例の登録は、各施設における

で行い、データがどの症例のものかは診療を

担当した主治医のみが把握している。研究担当

がどの患者のものか特定できないため、

患者のプライバシーは確実に保護され

さらに、データベースには別の症例コードを入

力するためデータベースから患者個人を特定す

ることは困難である。

     （図 1） アンケート例
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10,470 名の連続症例のうち、
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理委員会が設置されていない施設の参加を可能

にするために、各々の参加施設（大学病院）の

倫理委員会に審査を依頼した。  

（２）対象患者からの同意取得：研究に際して

は、あらかじめ研究内容や意義、危険性、およ
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力するためデータベースから患者個人を特定す

ることは困難である。 
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（２）対象患者からの同意取得：研究に際して

は、あらかじめ研究内容や意義、危険性、およ
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力するためデータベースから患者個人を特定す

及びそのハイリスク
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を行い（図

やその他の理由

阻害要因として挙げられた普段十分に活動している（

ことは良好な予後と関連すること等が示された。
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更に、これらのアンケート結果の身体活動量

効回答のデータが得られたのは

運動阻害要因項目

(Q12)や特別な運動の必要性を感じない

が運動阻害要因として特に挙げられる頻度が高く、その他、

ソーシャルキャピタル関連の項目

となりうることも示された

理由(Q2)や場所的な理由

られる頻度が比較的低

また、調査した

間に発生した全死亡イベントに及ぼ

を行い（図 2-B）、整形外科的疾患以外の疾患の保有（
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ことは良好な予後と関連すること等が示された。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(図 2-A) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-B) 全死亡イベントに関する阻害要因項目毎の関連の解析

 

更に、これらのアンケート結果の身体活動量

のデータが得られたのは

運動阻害要因項目の集計の結果、整形外科的疾患の存在
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更に、これらのアンケート結果の身体活動量

のデータが得られたのは 4,968 名であった。
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(図 3-B) 全死亡イベントに関する阻害要因項目毎の関連の解析

 

また、先述と同様の全死亡イベントに関する解析を身体

活動量２群について行い
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Ｄ．考察

進行中の本研究において、現段階

を以下

(a) 

症例

およびその他の疾患の存在などが主として運動習慣を妨

げている。

(b) 

る頻度は少ない。

(c) 日常生活における運動量の高低、性別により運動阻害

因子は異なり、また阻害因子毎の予後との関連も異なる。

我々の知る限りでは、これは

リスク患者において、具体的な運動阻害要因とその短期生

命予後の

 

Ｅ．結論

我々がこれまでに行った

経年的に身体活動量が低下

体活動能と身体活動量の年次変化が、全死亡および心不全

による入院治療と関係性があることが示された。これ

結果

者の予後を改善するための重要な治療ターゲットになり

得ることを示している。

慣病症例における運動阻害因子は多種多様である

済的支援や運動場所の確保に比べて、運動意欲向上に向け

た指導や、治療・リハビリを含む合併疾患との付き合い方

の改善が運動習慣獲得に

とが示された

 本

を明らかにすること、

有用なデータを提示すること

継続

High-Ex 群において予後不良と関連する一方、特別運動を

しなくても十分動いている

群において予後良好と関連が見られた。これらより、

活動量の高低の 2

ち、同じ阻害要因を有していても活動量により予後に及ぼ

す影響にも差を認める

Ｄ．考察  

進行中の本研究において、現段階

以下に挙げる。

 生活習慣病症例

症例では、多忙、運動意志および習慣の欠落、整形外科的

およびその他の疾患の存在などが主として運動習慣を妨

げている。 

 経済的理由や適当な運動場所の不在は阻害因子とな
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響に関して、性別による比較やメタボリック症候群の該当

または非該当比較、年齢層による比較などを含めた解析を

進め、運動介入などのターゲットとしてより有効な層を検

討していく方針である。 
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